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成果概要

ユースケース通信要件に対する各通信方式での検討結果を踏まえ、ユースケース
を実現するための無線通信技術に関する実施事項をロードマップとして策定

①ユースケース技術要件
検討支援

②ユースケース通信要件
検討支援

③広域通信・狭域通信（C-V2X）
対応可否評価

課題検討

検証

（実証）

⑦ロードマップ策定

狭域通信（700MHz帯ITS）
対応可否評価

④課題検討

⑤検証（狭域通信）

⑥実証（狭域通信）

連携

検討TF

京セラ殿ご担当

ITSフォーラム
ｾﾙﾗｰｼｽﾃﾑTG
との連携
（月例会議の実施）

ITSフォーラム
700M委員会
との連携

ITSフォーラム
無線方式検討TG
との連携（月例会議の実施）

2021年度実施範囲
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全体スケジュール

2020年、2021年 2021年 2022年
項目 11月～5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12 1月 2月

⑦ロード
マップ策定

①、②
通信要件検討

③対応可否
評価

④課題検討

⑤検証
（V2I/V2V）

⑥実証
（V2I/V2V）

▲
ロードマップ

策定

▲
ロードマップ検討条件

V2Nに関する検討

環境構築

場所・
機材選定

検証・評価 ▲
検証結果

実証準備・実証・評価

環境構築・事前評価

V2I/V2Vに関する検討

関連動向調査、検討条件整理等 ロードマップ検討

▲
実証計画

追加検証・評価

追加評価
▲

実証結果

ITSF、関係団体との調整
▲

通信要件、通信シナリオ案

▲
検証計画

▲
検討結果

▲
検討結果

協調型自動運転通信方式検討TF会議（月例）へのご報告を踏まえ、検討を実施
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各ユースケースの通信要件に対する検討課題を整理

③、④広域通信（V2N）に関する検討

項目 通信要件として留意すべき事項 主な検討課題

通信量 ・最大約1KB（下記以外）
f-4：ダイナミックマップ情報配時の車両～

センタ間通信量
h-1：遠隔操作時の車両～センタ間通信量（映像等）

・f-4は、要求機能・性能の実現に応じて要求される
通信量の実現

・h-1は、要求機能・性能の実現に応じて要求される
通信量の実現

通信エリア ・公衆網における通信エリアを前提
・密な通信が想定されるエリアはV2Iの併用が考えられる

d-1,5；（想定なし）
d-2：出入口周辺
d-3：渋滞多発エリア（サグ部等）
d-4：分岐、出口周辺
e-1,f-1：交差点周辺

－

通信遅延 ・規定なし（下記以外）
h-1：遠隔操作（操縦）時の車両～センタ間通信遅延

・h-1は、要求機能・性能の実現に応じて要求される
通信遅延の実現

送信台数 ・最大約600台 ・ユースケースに応じた送信方式の実現性
・送信方式に応じた収容台数、通信頻度の実現性
ただし、送信方式については公衆網による
実装制約等の考慮が必要

通信頻度 ・最小1s
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課題に対する方策案を検討

③、④広域通信（V2N）に関する検討

課題 検討事項 方策案

課題１
遠隔操作（操縦）時の通信遅延

・通信遅延低減
（V⇔N）

・無線通信の優先制御
・専用周波数帯域の確保
・End-to-Endでの専用帯域の確保（スライシング等）

課題２
遠隔監視・操作時の通信量（映像等）

・通信遅延低減
（V→N）

・無線通信の優先制御
・アップリンク（V→N）通信容量の確保
・専用周波数帯域の確保
・End-to-Endでの専用帯域の確保（スライシング等）

課題３
情報送信車両判定のための位置情報の通信頻度

・通信頻度低減
（V→N）

・送信方式毎の実現性検討（ユニキャスト、マルチキャスト、ブロードキャスト）

課題４
ﾕｰｽｹｰｽに応じた送信方式の実現性、及び送信方
式に応じた収容台数、通信頻度の実現性

・通信量低減
（N→V）

［システム全体像（想定）］
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各ユースケースの通信要件に対する検討課題を整理

検討課題に対し、検証するユースケースを選定
•頻繁な双方向の通信が生じ、通信の輻輳が想定されるユースケース
→ インフラ（V2I）を介し、複数車両、双方向での通信の

輻輳が生じるユースケースa-1-3を選定
•ユースケースの輻輳が生じ、通信の輻輳が想定されるユースケース
→ ユースケースの輻輳が想定される交差点周辺を場とする

ユースケースc-2-2他を選定

③、④狭域通信（V2I/V2V）に関する検討

項目 通信要件として留意すべき事項 主な検討課題

通信量 ・最大約３KB －

通信エリア ・最大約300m
（合流部周辺、交差点周辺等）

－

通信遅延 ・最大100ms（無線通信区間） ・収容台数増加時の通信輻輳による通信遅延への影響

送信台数 ・最大約350台

通信頻度 ・最小100ms

a-1-3.
路側管制による
本線車両協調合流支援

c-2-2.
交差点の情報による
走行支援（V2I）
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実施内容
シミュレーション（セルラーV2X方式）を通じ、通信要件（車両台数、通信エリア、通信内容、
通信シーケンス等）の実現に際しての要因分析を実施
検証対象のユースケース及び通信内容の概要

⑤検証（狭域通信）

本線走行車両の位置や速度等、面的に計測した情報を、インフラから合流車両に提供する
と共に、インフラから本線車両側に車間調整等を指示し、合流の支援を行う。（a-1-3）

路側センサーまたは車両から入手した交差点に接近する車両の位置や速度の情報をインフラから交差点に
接近または交差点を通過する車両に提供し、死角の多い交差点の通過や右折の支援を行う。（c-2-2）
交差点の信号機の現在の信号灯火色及び信号サイクル情報（次の信号灯火色及び切り替わりまでの時間）
等を、路側インフラから交差点進入車両に提供し、車両の減速、停止の支援によりジレンマ回避を行う。
（b-1-1）
急ブレーキ情報および位置や速度の情報を、急減速した車両から後続車両に提供し、あらかじめ停止や減
速を促すことで玉突き事故を防止する。（c-1）
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検証結果例
ユースケースa-1-3

⑤検証（狭域通信）

要因分析後
の再検証

［主な要因分析］
・路側機における送受信タイミング競合による受信不能

→ 路側機の送信メッセージの集約による改善
・車両送信におけるパケット衝突（隠れ端末の影響）

→ 車両遮蔽損失の影響の低減による改善

［距離に応じたパケット到達率評価（メッセージ連送なし）］

シミュレーション
シナリオ
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検証結果例
ユースケースc-2-2,b-1-1,c-3

⑤検証（狭域通信）

要因分析後
の再検証

［主な要因分析］
・車両送信におけるパケット衝突（隠れ端末の影響）

→ 車両遮蔽損失の影響の低減による改善

［距離に応じたパケット到達率評価（メッセージ連送なし）］

シミュレーション
シナリオ
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実施内容
実環境下（テストコース）での通信性能（セルラーV2X方式）の評価を通じ、検証での
要因分析の妥当性を確認
評価内容

⑥実証（狭域通信）

［測定車］

［遮蔽車によるシャドウイング
の影響］

［通信量に応じた通信輻輳
の影響］

（遮蔽車の位置を変え、パケット到達率、受信レベルを測定）

（通信量を変え、パケット到達率、受信レベルを測定）
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実証結果例
遮蔽車によるシャドウイングの影響

⑥実証（狭域通信）

［評価結果］
・遮蔽車が送信側、ないし受信側近傍では受信レベルが低下
・遮蔽車が中間距離の場合、 受信レベルの低下は小さいが
変動幅が増加
→ その場の通信環境に応じた通信制御が必要

［距離に応じたパケット到達率及び受信レベル評価（メッセージ連送なし）］ ［無線リソース占有率に応じたパケット到達率及び受信レベル評価（メッセージ連送なし）］

［評価結果］
・無線リソース占有率の増加に伴い、受信レベルの変動幅が
増加

・無線リソース占有率の増加に伴い、パケット到達率が低下
→ その場の通信環境に応じた通信制御が必要
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⑦ロードマップ策定

以下の手順で検討を実施 25のユースケース

ユースケース展開計画

協調型自動運転

ユースケース開始時期の考え方整理
• 官民ITSロードマップで要求されている実現時期を整理
• 類似サービスの有無や各所の取り組み事例も参考に検討

安全運転支援

ユースケース開始時期の考え方整理
• 類似サービスの有無や各所の取り組み事例も参考に検討
• サービス事例のないものは、費用対効果を参考に検討

ユースケースに適用する通信方式（V2I/V2V/V2N）の検討

ユースケース展開の時系列確認
ユースケース展開の時系列確認
• 車載機普及予測をもとに、利用可能な車両数の推移を整理
• 開始時期を考慮し費用対効果を算出

ユースケース展開計画の実現
に向けた実施事項

課題の整理・検証・実証
・700MHz帯ITS（京セラ殿）
・セルラーV2X

通信要件実現の課題

ロードマップ

TF会議でのご議論
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⑦ロードマップ策定：ユースケースの展開計画

国内外の動向を踏まえ、「2050年までに交通事故死者ゼロを実現する」ことを
仮定し、それに向けて各ユースケースが実用化、実装されることを想定
TF会議（学識経験者、関係府省庁、関係団体）でのご議論を踏まえ取りまとめ

1

通信メディア毎の各ユースケースの展開と想定される通信要件：V2I
2025- 2030- 2035- 2040-

安
全
運
転
支
援
・
協
調
型
自
動
運
転

安全運転
支援

協調型
自動運転

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

a-1-3. 路側管制による
本線車両協調
合流支援（V2I）

●モビリティサービスの展開箇所
100箇所（受託者想定）

●モビリティサービスの展開箇所
40箇所
（官民ITS構想・ロードマップ）

●モビリティサービスの展開箇所が
さらに拡大（受託者想定）

▼合流支援Day3システム
自動運転普及率30%～
（自工会資料より）

b-1-1. 信号情報による走行支援（V2I）

▼官民ITS構想・ロードマップ「限定地域における無人自動運転移動サービスを2025年度目途に40か所以上へ展開」
▼限定地域における無人自動運転移動サービス実現のためにはｂ-1-1・ｃ-2-2が必要と想定し、2025年頃に開始と想定（受託者想定）

c-2-2. 交差点の情報による走行支援（V2I）

本線合流支援(V2I) ※1
a-1-1, a-1-2

▼官民ITS構想・ロードマップ「2025年度頃の高速道路でのレベル4自動運転トラックの実現」
▼官民ITS構想・ロードマップの目標実現に向けて、本線合流支援のサービス実現を目指すと想定（受託者想定）

※1 a-1-1：予備加減速合流支援
a-1-2：本線隙間狙い合流支援

▼: ユースケース開始時期に関する想定
●: 関連するインフラ等の整備計画想定
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定）

※各ユースケースの開始時期等は、
本調査研究の検討において独自に設定したものである

●自動運転車(L3以上)の
普及率30%程度に到達
（受託者想定）

b-1-1. 信号情報による走行支援（V2I）

ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（赤信号注意喚起・信号待ち発進準備案内）

c-2-2. 交差点の情報による走行支援（V2I）

ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（右折時注意喚起）

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

別紙－１

2

通信メディア毎の各ユースケースの展開と想定される通信要件：V2V
2025- 2030- 2035- 2040-

安
全
運
転
支
援
・
協
調
型
自
動
運
転

安全運転
支援

協調型
自動運転

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

隊列走行（V2V） ※3 ※4
g-1. g-2

ネゴシエーションによる
車線変更・合流支援
(V2V) ※2
a-1-4, a-2, a-3

▼合流支援Day4システム
自動運転普及率50%～

（自工会資料より）

▼類似サービスが実証実験を実施済。実証結果の展開、あるいは実証を前提とした早期の実用化を想定
（受託者想定）

●大阪-東京の幹線高速道の
一部に優先レーン整備
（受託者想定）

●大阪-東京の幹線高速道に
優先レーン整備
（受託者想定）

●本州の幹線高速道に
優先レーン拡大
（受託者想定）

▼隊列走行の商用化（経産省「RoAD to the L4」にて想定）
▼官民ロードマップ「2025年度頃の高速道路でのレベル4自動運転トラックの実現」

c-1. 前方での急停止、急減速時の衝突回避支援（V2V）

c-3. ハザード情報による衝突回避支援（V2V）

c-2-1. 交差点の情報による走行支援（V2V）

e-1（1）. 緊急車両の情報による走行支援（V2V）※1

▼: ユースケース開始時期に関する想定
●: 関連するインフラ等の整備計画想定
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定）

▼安全運転のための既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

●自動運転車(L3以上)の
普及率50%程度に到達
（受託者想定）

c-2-1. 交差点の情報による走行支援（V2V）
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（右折時注意喚起）

e-1（1）. 緊急車両の情報による走行支援（V2V） ※1
ユースケースの一部はITS connectによりサービス提供開始済み（緊急車両存在通知）

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

※各ユースケースの開始時期等は、
本調査研究の検討において独自に設定したものである

c-1. 前方での急停止、急減速時の衝突回避支援（V2V）

c-3. ハザード情報による衝突支援回避（V2V）

▼官民ITS構想・ロードマップ「2030年の目標：国民の豊かな暮らしを支える安全で利便性の高い
デジタル交通社会を世界に先駆け実現する」

▼官民ITSロードマップの目標実現に向けて、c-1のサービス実現を目指すと想定（受託者想定）

▼車線変更の支援も想定するため、c-1よりも遅れて実現すると想定
（受託者想定）

※2 a-1-4. 車同士のネゴによる合流支援（V2V）
a-2. 混雑時の車線変更の支援（V2V）
a-3. 渋滞時の非優先道路から優先道路への進入支援（V2V）

※3 g-1. 電子牽引による後続車無人隊列走行（V2V）
g-2. 追従走行並びに追従走行を利用した後続車有人隊列走行（V2V）

※1 緊急車両情報の発信は「緊急走行時」に限る想定

※4 限定車両が対象（自動運転トラック等）

3

通信メディア毎の各ユースケースの展開と想定される通信要件：V2N
2025- 2030- 2035- 2040-

安
全
運
転
支
援
・
協
調
型
自
動
運
転

安全運転
支援

協調型
自動運転

h-1. 移動サービスカーの操作・管理（V2N） ※4

f-3. 地図更新・自動生成（V2N）

f-2. 交通流の最適化のための情報収集（V2N）

f-4. ダイナミックマップ情報配信（V2N）

e-1（2）. 緊急車両の情報による走行支援（V2N）※2

b-1-2. 信号情報による走行支援（V2N）

b-1-2. 信号情報による走行支援（V2N）

先読み情報：走行計画変更（V2N） ※1
d-1, d-2, d-3, d-4, d-5

▼V2Iでのサービスに比べてB/Cが高く、早期から開始することで効果が見込まれるため2025年からサービス開始を想定（受託者想定）

▼SIPの研究開発動向から早期の実現を想定（受託者想定）

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

▼実現に向けた技術検証が必要であるため、他のユースケースより遅れて実現すると想定（受託者想定）

●モビリティサービスの展開箇所100箇所（受託者想定）●モビリティサービスの展開箇所40箇所

▼遠隔監視を用いた移動サービスカーの実用化（経産省「RoAD to the L4」にて想定）
▼官民ITS構想・ロードマップ「限定地域における無人自動運転移動サービスを2025年度目途に40か所以上へ展開」
▼類似サービスの実証実験を実施
▼実証結果の展開、あるいは実証を前提とした早期の実用化を想定（受託者想定）

▼f-3.について実証実験に
よる技術検証が必要※3

f-3. 地図更新・自動生成（V2N）

f-2. 交通流の最適化のための情報収集（V2N）

f-4. ダイナミックマップ情報配信（V2N）

f-1. 救援要請(e-Call)（V2N）

e-1（2）. 緊急車両の情報による走行支援（V2N）※2

先読み情報：走行計画変更（V2N） ※1
d-1, d-2, d-3, d-4, d-5

▼自動運転車の普及には時間を要し、当面は安全運転支援のためにサービスが提供されると想定
SIPの研究開発動向から、2025年頃に開始と想定（受託者想定）

※1 d-1. 異常車両の通知による走行支援（V2N）、d-2. 逆走車の通知による走行支援（V2N）、d-3. 渋滞の情報による走行支援（V2N）、
d-4. 分岐・出口渋滞支援（V2N）、d-5. ハザード情報による走行支援（V2N）

※2 緊急車両情報の発信は「緊急走行時」に限る想定
※3 通信要件検討の際の関係団体ヒアリング結果より
※4 限定車両が対象（デマンドバス等）

▼OEMテレマティクスサービスによるサービス開始（車両情報・走行情報の収集）

▼: ユースケース開始時期に関する想定
●: 関連するインフラ等の整備計画想定
（太字=関係省庁ロードマップ等の記載から想定 細字=受託者想定）

※各ユースケースの開始時期等は、
本調査研究の検討において独自に設定したものである

▼SIPにて自動運転のためのV2Nによる信号情報の提供に向けた検討・研究開発を実施中

▼SIPの研究開発動向から、2025年頃に開始と想定（受託者想定）

▼受託者想定（自動運転のためのユースケース開始時期については議論が必要）

▼SIPにて実証を実施

f-1. 救援要請(e-Call)（V2N）

ユースケースの一部はヘルプネットによりサービス提供開始済み

▼既存サービスの提供状況から想定（受託者想定）

V2I V2V V2N

安全運転支援

協調型
自動運転

ユースケースの開始時期、
関連するマイルストーン
を整理（5年スパン）
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⑦ロードマップ策定：通信要件実現の課題

700MHz帯ITS（京セラ殿）、セルラーV2Xの検討結果を踏まえ整理

• シミュレーションにより以下が確認できた。
• 車路通信、車車通信のうち、

UC d-1～d-4、f-2は通信要件を達成（遅延：1ms以内、PAR：99%以下）。
その他UCは干渉の影響により通信要件（遅延：100ms以内、PAR：99%以下）
未達。ただし、BMの送受信のみのUCについては、条件見直しにより達成可能。

• ネゴシエーション系UC（a-1-4、a-2、a-3）におけるネゴシエーション部分、調停UC
（a-1-3）の調停部分は、通信要件未達。新たな通信方式導入の考え方が必要。

• 既存サービスへの影響については、通信要件を達成。
• g-1は緊急時の許容通信遅延（20ms以内）が未達のため、対応不可（机上検

討）。
• サービスを実現するために最低限必要な通信要件（品質、距離、遅延時間）について協

議が必要となる。

• 路車通信は、700MHz帯ITSで実現可能。
• 車路通信、車車通信は、一部条件見直しにより700MHz帯ITSで実現可能

（通信要件の詳細化を踏まえ、実現可能範囲の継続検討が必要）。
• ネゴシエーションや調停は、700MHz帯ITSでは通信要件を未達。

700MHz帯ITSの評価（京セラ殿） 狭域通信（5.9GHz帯C-V2X（V2I/V））についての評価
• シミュレーションにより以下が確認できた。

• 単独ユースケースを実現するため、様々な要件の通信が混在し、相互影響が生じる。
• 同じ場所で複数ユースケースを実現するため、様々な要件の通信が混在し、相互影

響が生じる。
• 実運用においては、無線通信環境（シャドウイング、マルチパス等）、走行車両環境

（台数、車間）が一意に特定、あるいは制限できるものではなく、想定と異なる環境
下において通信が生じた場合、通信が輻輳し、結果として通信遅延、通信未達が生じ
うる。

• 通信量に応じた通信帯域幅の確保、及び通信内容に応じた通信チャネルの
区分が必要。

• その場の無線通信環境、走行車両環境に応じた上位レベルでの通信輻輳制
御が必要。
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⑦ロードマップ策定：ユースケースの展開に向けた実施事項の整理

これまでのTF会議、ITSフォーラム殿での検討結果等を踏まえ整理
ユースケース展開計画の実現に際し、以下の実施が必要と考えられる

• V2I/V/Nのユースケース実用化にあたり、ITS
フォーラムや検討TFにおいて様々な課題が指
摘されている

• 関係者が様々に渡る課題について関係主体
間での検討・議論により方向性を明確にするこ
とが必要。

• 自動運転車両の普及が本格化する2040年以降、
調停・ネゴシエーションのユースケースが開始すると
想定。

• 現行の10MHzた通信帯域幅では、調停・ネゴシ
エーションのユースケースを実現することは困難。

• 一方、国際的には5.9GHz帯が主流。新たな通
信方式（5.9GHz帯）の実用化が必要。

A-1) セキュリティ・プライバシー対策の策定
A-2) 車載器共用に関する方針の策定
A-3) 通信方式の世代交代に関する方針の策定
A-4) ビジネスモデルの確立
A-5) 通信品質の確保
A-6) 責任分担の明確化

B-1) 周波数利用検討
B-2) 規格化、仕様化
B-3) 機器開発、実用化

A) ユースケースの実用化に向けた取組み B) 新たな通信方式（5.9GHz帯）の実用化
に向けた取組み

考
え
方

実
施
事
項
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⑦ロードマップ策定

1

協調型自動運転通信方式のロードマップ

2020- 2025- 2030- 2035- 2040-

2022 (R4) 2023 (R5) 2024 (R6)

（
参
考
）
国
際
動
向

米国

欧州

中国

国際

日本

想定される
通信方式

A)

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
実
用
化
に
向
け
た
取
組
み

A-1)セキュリティ・プラ
イバシー対策の策定

A-2）車載機共用に
関する方針の策定
A-3) 通信方式の世
代交代に関する方針
の策定
A-4) ビジネスモデル
の確立
A-5) 通信品質の確
保
A-6) 責任分担の明
確化

B) 

新
た
な
通
信
方
式
（
5.

9GHz

帯
）
の
実
用
化
に
向
け
た
取
組
み

B-1)周波数利用
可能化

B-2)規格化、
仕様化

B-3)機器開発、
実用化

IEEE 802.11bd策定
（IEEE）

RSUによる路路間通信ネットワーク構築V2Xアセス化
（EuroNCAP）

5.9GHz帯でのDSRCからC-
V2Xへの移行完了

5.9GHz帯での周波数・方式の割当変更
（V2X帯域の縮小・DSRCからC-V2Xへの移行を係争中）

5GのV2Nサービス展開開始（DG MOVE）

2040年以降全ての道路で
完全自動運転が実現

（DG MOVE）

プロトコルの検討

（EuroNCAP）

V2X安全評価
基準の策定

（EuroNCAP） 調停UCの展開開始
(DG MOVE)ITS-G5の高度化検討

（C2CCC）

3GPP Release18 策定
（3GPP）

（FCC）

（中国自動車工程学会）
インテリジェント・コネクテッド・ビークル（ICV）普及

PA/CA:自動車販売全体の50％
HAレベル自動車の市場投入
C-V2X端末の新車搭載率50%

PA/CA:自動車販売全体の70％
HA:自動車販売全体の20%
C-V2X端末搭載車の基本的な普及達成

PA: 一部自動運転 (L2相当)
CA: 条件付き自動運転(L3相当)
HA: 高度自動運転 (L4相当)

（C-Roadsのうちチェコ実施計画）

周波数利用可能化
（必要な場合）

チャネル・帯域幅割付検討

通信プロトコル原案検討 通信規格策定
通信規格発行

アプリ仕様検討

車載機共通仕様検討

路側機共通仕様検討

製品開発
試行運用

5.9GHz車載機搭載

5.9GHz路側機展開

普及率
30%

普及率
50%

車載機原案検討

路側機共通仕様発行

車載機共通仕様発行

アプリ仕様発行（以降、アプリ展開時期に応じて順次発行）

700MHz帯ITS

新たな通信方式（5.9GHz）

セキュリティ・プライバシー
方針検討

セキュリティ・プライバシー
仕様検討 セキュリティ・プライバシー仕様発行

通信方式の世代交代に関する方針の検討

車載機共用に関する方針の検討

JNCAP※１ 追加新規項目検討、調査研究、試験・評価方法検討
※１ V2Xを含む運転支援技術の自動車アセス化

予備試験

別紙－３

周波数再編アクションプラン 次世代モビリティ向けに＋30MHz

ビジネスモデルの確立方法の検討

通信品質の確保方策の検討

責任分担の考え方の整理

セキュリティスキーム検討 セキュリティスキーム構築

V2I（同報）
V2V（同報：連続）

V2V（同報：緊急）
V2I

（調停）
V2V

（ネゴシエーション）

ITS-G5 RSU実装加速化（C-Roads）

車載機接続性確認スキーム構築

協調型自動運転を実現するためは新たな通信方式が必要とされる時期を2040年頃
と想定し、その実現に向けた実施事項を時系列で整理

通信方式に関する
国際動向

A)ユースケースの
実用化に向けた
取組み

B)新たな通信方式
の実用化に向けた
取組み

実施事項を時系列
で整理
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協調型自動運転ユースケースについて、無線通信技術への具体的な要求仕様等、通信に関する技術的な実現
性の検討、検証及び実証を踏まえ、自動運転社会の実現に必要な通信技術の社会実装時期のロードマップと
して策定した。
検討TFの中で、学識経験者、関係省庁、業界団体等のメンバーで議論を重ね、通信に関する現在の技術開発動向、実
用化動向を踏まえて取りまとめた。
現在、700MHz帯ITSが実用化しているが、一部のユースケースについては通信要件の詳細化を踏まえた継続検討が必
要であるものの、少なくとも調停やネゴシエーションについては通信要件未達であり、協調型自動運転の実現には新
たな通信方式（5.9GHz）が必要である。
調停やネゴシエーションを必要とするユースケースの実用化時期である2040年頃に向け、新たな通信方式の実用化時
期を2030年頃と想定した周波数利用検討、規格化・仕様化、機器開発・実用化の取組みが必要である。
ユースケースの実用化に際しては、セキュリティやプライバシー対策、車載機共用に関する方針、機器の世代交代に
関する方針、ビジネスモデル、通信品質の確保、責任分担といった課題について関係者で議論し、方向性について明
確化することが必要である。

今後、策定したロードマップやユースケースを起点とし、通信のみならず車両やインフラも含めた関係各所
においてそれぞれ役割を分担して検討を行い、また業界横断で議論・連携を深めることで、協調型自動運転
の実現に向けた取組みが推進されることを期待する。

本ロードマップは、将来の社会動向や技術の進展、ロードマップの各実施事項の進捗状況などを踏まえつつ、
関係主体で継続的に見直していくことが望まれる。

まとめ
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